
平成21年6月24日

京都市下京区塩小路通堀川東入不動堂町801番地

代表取締役社長 作 田 久 男

貸　　借　　対　　照　　表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：百万円）

360,732 382,260 163,319 146,244

112,492 133,770 113,993 119,952

15,276 8,236 1,152 2,095

1,751 2,301 23,079 35,760

38,591 62,387 38,705 39,480

8,995 11,041 31,000 16,000

3,701 4,380 2,460   ―

6,345 7,365 6,004 9,641

399 139 6,843 9,569

13,779 13,285 73 4,505

4,849 8,523 597 1,298

4,074 5,447 903 819

5,565   ―   ― 105

7,756 8,808 3,177 680

1,618 1,890 49,326 26,292

△ 207 △ 32 20,000   ―

248,240 248,490 3,941   ―

51,380 46,139 22,916 23,775

21,682 23,595 1,800 1,800

1,725 1,865 669 717

1,529 1,966

1 123 197,413 236,016

1,849 2,309 203,457 235,479

14,665 14,556 64,100 64,100

3,819   ― 88,771 88,771

6,110 1,725 88,771 88,771

9,850 8,905 95,020 124,057

9,850 8,905 6,774 6,774

 投 資 そ の 他 の 資 産　 187,010 193,446 88,246 117,283

27,623 34,301 3,400 3,400

111,433 122,835 1,511 1,511

14,082 12,823 189 203

50 50 98,500 98,500

5,654 4,082 △ 15,354 13,669

5,327 5,549 △ 44,434 △ 41,449

26,558 14,674 △ 6,315 368

1,983 2,896 △ 458 5,314

△ 5,700 △ 3,764 △ 593 318

△ 5,264 △ 5,264

271 169

資　産　合　計 360,732 382,260 負 債 ・ 純 資 産 合 計 360,732 382,260

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

繰 越 利 益 剰 余 金

配 当 積 立 金

土 地 圧 縮 積 立 金

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

そ の 他

未 払 金

金額

流 動 負 債

支 払 手 形

コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー

未 払 法 人 税 等

買 掛 金

（　負　債　の　部　）

リ ー ス 債 務

貸 倒 引 当 金

金額

受 取 手 形

原 材 料

未 払 費 用

預 り 金

役 員 賞 与 引 当 金

売 掛 金 関 係 会 社 短 期 借 入 金

そ の 他

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

関 係 会 社 出 資 金

貸 倒 引 当 金

金額

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

そ の 他

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

仕 掛 品

商 品 及 び 製 品

第71期第72期

金額

平成20年3月31日現在

（　資　産　の　部　）

平成21年3月31日現在平成21年3月31日現在 平成20年3月31日現在

第71期

＜ご参考＞

第72期

＜ご参考＞

新 株 予 約 権

評 価 ・ 換 算 差 額 等

 自    己    株     式

株 主 資 本

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

資 本 準 備 金

 利   益   剰   余   金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産

建 物

ソ フ ト ウ ェ ア 等

（　純　資　産　の　部　）

 資   本   剰   余   金

土 地

 無　形　固　定　資　産

リ ー ス 債 務

 有　形　固　定　資　産

 資        本        金

退 職 給 付 引 当 金

前 受 金

固 定 負 債

再評価に係る繰延税金負債

そ の 他

未 収 還 付 法 人 税 等

長 期 借 入 金

そ の 他 の 未 収 入 金

　

科　　目

期　　別 期　　別

科　　目
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損　 益 　計 　算　 書

（単位：百万円）

　　　　＜ご参考＞

　　　第71期

267,092 332,292

176,587 208,207

90,505 124,085

107,803 112,010

△ 17,298 12,075

15,737 31,165

9,404 28,687

6,333 2,478

5,834 4,659

1,428 1,148

850 979

3,556 2,532

△ 7,395 38,581

200 2,530

2 458

70 1,843

128 229

22,615 5,687

1,276 2,744

8,795 816

7,758   ―

4,786 2,127

△ 29,810 35,424

△ 4,097 6,297

△ 6,187 △  　　 2,436

△ 19,526 31,563

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

　 　

当 期 純 利 益 （ △ 純 損 失 ）

投 資 有 価 証 券 評 価 損

特 別 損 失

減 損 損 失

金額

経 常 利 益 （ △ 損 失 ）

税引前当期純利益（△純損失）

法 人 税 等 調 整 額

法人税、住民税及び事業税

投 資 有 価 証 券 売 却 益

売 上 高

売 上 原 価

関 係 会 社 株 式 評 価 損

自平成19年４月１日

至平成20年３月31日

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益 （ △ 損 失 ）

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

特 別 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

そ の 他

そ の 他

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

　金額

　　　第72期

自平成20年４月１日

至平成21年３月31日

期　　別

科　　目

 2



株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

第72期　（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

利
益

平成20年３月31日残高

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純損失（△）

　買換資産圧縮積立金の取崩

　自己株式の取得および処分

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

平成21年３月31日残高

平成20年３月31日残高

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純損失（△）

　買換資産圧縮積立金の取崩

　自己株式の取得および処分

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

平成21年３月31日残高

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

別途
積立金

△14

98,500

  ―

235,479

△9,507

△ 19,526

  ―

203,457

△2,989

△41,449

△ 32,022△2,985

△44,434

△2,985

株主資本

自己株式
株主

資本合計

評価・換算差額等

評価・
換算
差額等
合計

資本金

資本剰余金

純資産
合計

配当
積立金

―

189

△14 ―

98,500

（単位：百万円）

1,511

その他
有価証券

評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

  ―

新株
予約権

  ―

6,774 3,400 1,511

  ―

  ―

88,771  ―88,771

  ―

64,100

項目

88,771

  ―

  ―

64,100

買換
資産
圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

6,774  ―

資本
剰余金
合計

株主資本

資本
準備金

その他
資本

剰余金

土地
圧縮
積立金

2033,400

  ―

  ―

―

13,669

△4

△9,507

14

△19,526

△9,507

  ―

△19,526

95,020

利益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

利益
剰余金
合計

△29,023

△15,354

124,057

△4

236,016

―

△29,037

318 △5,264 368 169

△911 ―

―

△5,264

―

―

―

―

△6,315

△6,581102

△458

△2,989

△9,507

  ―

△19,526

△6,683

△6,683△911

△593

△38,603

197,413

102

271

△5,772

△5,772

項目

5,314

  ―

88,771

  3



＜ご参考＞第71期　（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

利
益
準

平成19年３月31日残高

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

　別途積立金の積立

　買換資産圧縮積立金の取崩

　自己株式の取得および処分

　自己株式の消却

　土地再評価差額金の取崩

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

平成20年３月31日残高

平成19年３月31日残高

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

　別途積立金の積立

　買換資産圧縮積立金の取崩

　自己株式の取得および処分

　自己株式の消却

　土地再評価差額金の取崩

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

平成20年３月31日残高

（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

項目

12,946

  ―

88,771

△7,632

△7,632 434

318

△5,717

236,016

125

1695,314

△21,955

△8,252

  ―

  ―

31,563

△6,871

△6,871

△6,746

△327

125

327

△5,264

―

―

―

―

―

368

―

434 327

241,733

―

△850

△116 △5,591 7,239 44

124,057

利益
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

利益
剰余金
合計

△18,834

13,669

124,907

△14

△8,252

  ―

  ―

31,563

32,503

△14

△8,252

△18,000

16

31,563

―

3,400

  ―

  ―

資本
剰余金
合計

株主資本

資本
準備金

その他
資本

剰余金

土地
圧縮
積立金

219

買換
資産
圧縮
積立金

繰越利益剰
余金

6,7742364,100

項目

88,794

△23

  ―

88,771

  ―

64,100

  ―

△23

88,771  ―

新株
予約権

  ―

6,774 3,400 1,511

その他
有価証券
評価

差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

  ―

△23

△327

（単位：百万円）

△23

  ―

△327

1,511

98,500

18,000

△16 18,000

資本金

資本剰余金

純資産
合計

配当
積立金

―

203

株主資本

自己株式
株主

資本合計

評価・換算差額等

評価・
換算
差額等
合計

△41,449

△21,918

23,820

△43,351

1,0291,902

235,479

△21,955

△327

  ― ―   ―

  ―

  ―

234,450

△8,252

31,563

  ―

  ―

△23,820 △23,820

別途
積立金

△16

80,500

  4



個 別 注 記 表 

＜重要な会計方針に係る事項に関する注記＞ 

１．有価証券の評価基準および評価方法は、つぎのとおりであります。 

子会社株式および関連会社株式……………移動平均法による原価法  

その他有価証券 

時価のあるもの……………決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの……………移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブの評価方法は時価法を採用しております。 

 

３．たな卸資産の評価基準および評価方法は、先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定）によっております。 

 

(会計方針の変更） 

  当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号平成 18 年７月

５日公表分）を適用しております。これに伴い、営業損失、経常損失および税引前当期純

損失はそれぞれ 491 百万円増加しております。 

 

４．固定資産の減価償却の方法は、つぎのとおりであります。 

有形固定資産（リース資産を除く）… 定率法（建物の耐用年数は主に 15～50 年） 

無形固定資産（リース資産を除く）… 定額法（ソフトウェアの見込利用可能期間は３ 

～５年） 

リース資産    

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

…自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      …リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

（会計方針の変更） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第 13 号（平成５年６月 17 日（企業会計審議会第一部会）、平成 19 年３月 30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 16

号（平成６年１月 18 日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成 19 年３月 30 日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。これに

伴い、営業損失は 402 百万円減少、経常損失は 217 百万円減少、税引前当期純損失は 134

百万円増加しております。 

   （追加情報）  

    機械装置については、従来、耐用年数を７～11 年としておりましたが、当事業年度より

５～８年に変更しております。この変更は、平成 20 年度の税制改正を契機に耐用年数を

見直したことによるものであり、これに伴い、営業損失、経常損失および税引前当期純損

失はそれぞれ 132 百万円増加しております。 

5 



５．繰延資産は、支出時または発生時に全額費用として処理しております。 

 

６．貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権および破産更生債権

等については財務内容評価法により計上しております。 

 

７．役員賞与引当金は、役員に対する賞与の支出に備えるため、期末日時点における支給見込  

  額にもとづき計上しております。 

 

８．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および

年金資産の見込額にもとづき計上しております。  

 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）に 

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）

による定額法により発生年度の翌期から費用処理することとしております。 

  

９．外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と 

して処理しております。 

 

１０．ヘッジ会計の方法は繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 

１１．消費税等については、税抜方式による会計処理を行っております。 

 

１２．連結納税制度を適用しております。  

 

＜貸借対照表に関する注記＞ 

１．有形固定資産の減価償却累計額                 66,646 百万円 

  (注)有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額を含めて表示しております。 

 

 ２．保証債務 

被 保 証 者 

従   業   員                             8 百万円 

(株)京都環境保全公社                         364 百万円※  

(株)エフエム京都                      340 百万円 

計                               712 百万円 

 

    (注)※ 当社を含めた７社による連帯保証であり、その全額を記載しておりますが、７社

間での取り決め書により、７社均等負担になっております。 

    

３．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

関係会社に対する短期金銭債権               33,280 百万円 

関係会社に対する長期金銭債権                6,281 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務               59,151 百万円 

関係会社に対する長期金銭債務                3,993 百万円 
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４．土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成 10 年３月 31 日公布法律第 34 号）および「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成 13 年６月 29 日公布法律第 94 号)にもとづ

き事業用土地の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金資産および負債を控

除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に記載しております。 

再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成 10 年３月 31 日公布政令第 119 号）第２条第

３号に定める土地課税台帳に登録されている価額に合理的な調整を行なって算出する方

法および第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価を行なう方法。 

再評価を行なった年月日                   平成 14 年３月 31 日 

「土地の再評価に関する法律」第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当期末にお

ける時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計との差額（時価が帳簿

価額を下回る金額）                                          3,665 百万円 

 

＜損益計算書に関する注記＞ 

１．関係会社との取引高 

売 上 高       104,916 百万円    仕 入 高       109,053 百万円 

その他の営業取引高   21,239 百万円     営業取引以外の取引高  12,312 百万円 

 

２．減損損失 

  自動車・半導体業界の急激な経済環境悪化に伴い、一部の自動車・半導体関連製品の製造 

設備について、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（7,758 百万円）として 

特別損失に計上しております。 

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞ 

１．当事業年度末日における発行済株式の数 

普通株式       239,121,372 株 

 

２．当事業年度末日における自己株式の数 

   普通株式        18,910,304 株 

 

３．剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 20 年６月 24 日 

定時株主総会 
5,543 百万円 25 円 00 銭 平成 20 年３月 31 日 平成 20 年６月 25 日 

平成 20 年 10 月 30 日 

取締役会 
3,963 百万円 18 円 00 銭 平成 20 年９月 30 日 平成 20 年 12 月４日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議予定 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 21 年６月 23 日 

定時株主総会 
 1,541 百万円  7 円 00 銭 平成 21 年３月 31 日 平成 21 年６月 24 日 
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４．当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と

なる株式の数 

    普通株式        601,000 株 

    

 

＜税効果会計に関する注記＞ 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰 延 税 金 資 産 

貸倒引当金                           2,244 百万円 

たな卸資産                           2,220 百万円 

投資有価証券                           2,143 百万円 

関係会社株式                        10,026 百万円 

未払賞与                            1,908 百万円 

退職給付引当金                          9,396 百万円 

退職給付信託                         2,942 百万円 

未確定債務                            1,060 百万円 

減価償却資産                         4,065 百万円 

繰越欠損金                          7,747 百万円 

その他                             4,858 百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計                     48,609 百万円 

評 価 性 引 当 額                    △10,945 百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計                      37,664 百万円 

 

    繰 延 税 金 負 債 

固定資産圧縮積立金                        1,183 百万円 

その他                               2,168 百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計                     3,351 百万円 

 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額                     34,313 百万円 
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＜関連当事者との取引に関する注記＞ 

１．子会社及び関連会社等 

属性 
会社等  

の名称 

議決権の所有 

（被所有）割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

（百万円） 
科 目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 ｵﾑﾛﾝﾌｧｲﾅﾝｽ㈱ 
 所有 

  直接 100％ 

資金の借入 

設備の賃借 

役員の兼任 

資金の借入 

(注)1,(注)2 

利息の支払 

(注)1 

リース契約高 

(注)4 

  13,956 

 

      373 

 

1,887 

関係会社 

短期借入金

未払費用 

 

リース債務

未払金 

長期リース

債務 

長期未払金

  16,085

      17

2,460

26

3,941

52

子会社 

OMRON 

EUROPE 

B.V. 

所有 

  直接 100％ 

製品の販売 

資金の借入 

 役員の兼任 

制御機器の販売

(注)3 

資金の借入 

(注)1 

利息の支払 

(注)1 

16,561 

 

16,926 

 

794 

 

売掛金 

 

関係会社 

短期借入金

未払費用 

    1,674

16,926

6

子会社 
OMRON (CHINA) 

CO.,LTD 

所有 

  直接 100％ 

製品の販売 

役員の兼任 

資金の貸付 

(注)1 

利息の受取 

(注)1 

7,957 

 

322 

 

短期貸付金

 

未収入金 

 

7,957

139

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１．借入金利および貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。 

   ２．取引金額については、月末の平均残高を掲載しております。  

   ３．製品の販売価格および購入価格については、市場価格等を参考に決定しております。 

   ４．リース契約については、提示された見積りを他社より入手した見積りと比較の上、  

交渉により決定しております。 

 

 

＜１株当たり情報に関する注記＞ 

１．１株当たり純資産額          895 円 24 銭 

２．１株当たり当期純損失       △88 円 43 銭 
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